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 １．１８年８月中間期の業績（平成１８年３月１日～平成１８年８月３１日）

(１) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

％ ％ ％

％ 銭

（注）①期中平均株式数　  18年8月中間期 123,999,202株     17年8月中間期 123,813,115株     18年2月期 123,822,831株     

②会計処理の方法の変更 無

③営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２) 財政状態

％ 銭

（注）①期末発行済株式数　 18年8月中間期  124,011,258株     17年8月中間期  123,816,407株     18年2月期 123,960,921株     

②期末自己株式数 18年8月中間期    4,883,575株     17年8月中間期    5,078,426株     18年2月期   4,933,912株     

 ２．１９年２月期の業績予想　（平成１８年３月１日～平成１９年２月２８日）

（参考）１株当たり予想当期純利益 （通期） 25円 80銭  

 ３．配当状況
・現金配当

※上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、添付資料8ページをご参照下さい。

－２６－
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（単位　百万円）

％ ％ ％

[資 産 の 部]

Ⅰ

Ⅱ

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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（単位　百万円）

％ ％ ％

[負 債 の 部]

Ⅰ

Ⅱ

[資 本 の 部]

Ⅰ

Ⅱ

1.

2.

Ⅲ

1.

Ⅳ

Ⅴ －

－

－
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－
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（単位　百万円）

％ ％ ％

[純 資 産 の 部]
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1.
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－２９－
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－ －

構成比

－

－

－

－

－

－

構成比

－

金　　額

（平成18年2月28日現在）

前事業年度の

－ －

－ －
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－

－
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評 価 ・ 換 算 差 額 等

（1）

－
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（単位 百万円）

％ ％ ％

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

税金等調整前中間 (当期) 純利益

－３０－

△ 10,234 △ 3.4

－

－

1,863 1.2

法 人 税 等 調 整 額 1,318

26.3

2.0

38,864

0.2

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △ 988

1,967

1,413

自　平成17年3月 1日

2,974

39,016

当中間会計期間

自　平成18年3月 1日

100.0

0.3

0.5

0.8

△ 0.7

25.8

2.0

特 別 損 失

経 常 利 益

営 業 外 費 用

金　　額

372

－

1,200

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 40,629

前中間会計期間

27.8

1,361 0.9

  100.0

112,059

151,076

41,991

74.2

26.9

百分比

至　平成17年8月31日 至　平成18年8月31日

226,970

100.0

1.3

151,727

百分比金　　額

112,863

25.6

344

1.32,052

39,882 82,243

74.4

41,935 27.6

3,071

0.6

△ 1,553

△ 2,917

1.0

1.3

0.9 2,823

△ 10,234

営 業 外 収 益

0.9

134

1,371

0.4533 0.2

営 業 利 益

特 別 利 益

法人税、住民税及び事業税

2,009

145

△ 1.0

251

465

429

7,065

△ 988

735

－

0.3

301,620

6,039

  至　平成18年2月28日

前事業年度の

要約損益計算書

百分比

74,650

  自　平成17年3月 1日

1,747

24.8

26.8

金　　額

△ 0.5

1,235

△ 1,842

946

80,690

△ 0.6

0.4

75.2

27.3

2.0

0.3

営 業 総 利 益

売 上 総 利 益

科 目

期 別

営 業 収 入

売 上 原 価

売 上 高

中　間　損　益　計　算　書



当中間会計期間（自　平成18年3月1日　　至　平成18年8月31日）

  （単位　百万円）

  （単位　百万円）

1,889

△ 8,162

8,162

1,863

△ 6

32

△0

△ 8,160 △ 8,160 10,025 24 1,889

30 32

△ 6

1 1

1,863 1,863

△ 6

2 44,721

37,549 9,7789,776 1

2 42,831

純資産合計

△0

資本剰余金 その他利益剰余金 自己株式

44,718△ 209 △ 2,399

株主資本合計

△ 2,423 42,829

利益剰余金

繰越利益剰余金

△ 10,234平 成 18 年 2 月 28 日 残 高

中間会計期間中の変動額

37,549 9,776 8,162 17,938

資本剰余金

平 成 18 年 2 月 28 日 残 高

有価証券

評価差額金

△ 8,162

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目

利 益 剰 余 金 へ
の 振 替 額
資 本 剰 余 金 か
ら の 振 替 額

平 成 18 年 8 月 31 日 残 高

合計

自 己 株 式 の 処 分

変 動 額 （ 純 額 ）

中間会計期間中の変動額

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

利 益 剰 余 金 へ
の 振 替 額
資 本 剰 余 金 か
ら の 振 替 額

中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

中 間 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本

資本剰余金

資本金
資本準備金

その他

合計

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額

の中間会計期間中の

△0合計

中 間 純 利 益

△ 8,162 △ 8,162

－３１－

8,162 8,162

変 動 額 （ 純 額 ）

平 成 18 年 8 月 31 日 残 高

評価・換算

差額等

その他



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券
① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
③ その他有価証券
時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資
（証券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっています。

（２）たな卸資産
① 商　　品 店舗在庫商品は、売価還元法による原価法

加工センター等の在庫商品は、最終仕入原価法による原価法
② 貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産　　 建物(建物附属設備を含む）及び構築物は定額法、それ以外

の有形固定資産については定率法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　建物　　15年～39年

（２） 無形固定資産　　 定額法を採用しています。
なお、ソフトウェア(自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっています。

３．繰延資産の処理方法
 社債発行費 ３年間で毎期均等額を償却しています。

４．引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金 売掛金、貸付金、未収入金等の金銭債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しています。

（２） 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末におい
て発生していると認められる額を計上しています。
なお、会計基準変更時差異（4,734百万円）については、15
年による按分額を費用処理しています。
また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額を発生した期から費用処理し、数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)
による定額法により按分した額を発生の翌期から費用処理す
ることとしています。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を採用してい
ます。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金の利息

（３）ヘッジの方針
借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行っています。

（４）ヘッジ有効性評価の方法
特例処理を採用していますので、ヘッジの有効性の判定は省略しています。

－３２－



７．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
（中間貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
　当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委
　員会　平成17年12月9日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
　る会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指
　針第8号）を適用しています。この変更に伴う損益への影響はありません。
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は44,721百万円です。
　また、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後
　の中間財務諸表等規則により作成しています。

　

－３３－



注記事項
（中間貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 （単位　百万円）

２．担保に供している資産 （単位　百万円）

３．保証債務 （単位　百万円）

４．偶発債務

① 当社の店舗の賃貸人である入三 ① 当社の店舗の賃貸人である入三 ① 当社の店舗の賃貸人である入三
商事㈱により、賃貸借契約に基づく 商事㈱により、賃貸借契約に基づく 商事㈱により、賃貸借契約に基づく
賃料差額及び遅延損害金2億14百万 賃料差額及び遅延損害金2億14百万 賃料差額及び遅延損害金2億14百万
円の支払いを求める訴訟を提起され、円の支払いを求める訴訟を提起され、円の支払いを求める訴訟を提起され、
現在係争中であります。 現在係争中であります。 現在係争中であります。

② ② 当社の店舗の賃貸人である㈱イ ②
マックスから適正賃料にかかる確認
訴訟を提訴され、当社も反訴して控
訴中でありましたが、平成18年5月
23日に東京地方裁判所より判決が下
っております。この判決に基づく当
中間会計期間末までの未払賃料は3
億4百万円であり、借地借家法第32
条第2項に基づく遅延損害金は1億72
百万円でありますが、当社は平成18
年6月2日に控訴し、東京高等裁判所
において現在係争中であります。

５．消費税の取扱い

仮払消費税等及び預り消費税等は相 仮払消費税等及び預り消費税等は相 仮払消費税等及び預り消費税等は相
殺のうえ、流動負債の「その他」に 殺のうえ、流動負債の「その他」に 殺のうえ、流動負債の「その他」に
含めて表示しています。 含めて表示しています。 含めて表示しています。

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

当中間会計期間末

保 証 債 務 1,900 21

13,245

1,870

有形固定資産の減価償却累計額

3,005建 物

投 資 有 価 証 券 －

土 地 10,230

前中間会計期間末

9有 価 証 券

当中間会計期間末前中間会計期間末

41,126

12,929

2,887

前事業年度末

2,792
－

12,549
9

前事業年度末

10,032

合 計

41,059

－

40,648

9
9,747

前事業年度末当中間会計期間末前中間会計期間末
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（中間損益計算書関係）

１. 減価償却実施額 （単位　百万円）

２. 営業外収益の主要項目 （単位　百万円）

３. 営業外費用の主要項目 （単位　百万円）

４. 特別利益の主要項目 （単位　百万円）

５. 特別損失の主要項目 （単位　百万円）

当中間会計期間

　　　　－

前事業年度

90 180

前中間会計期間

349

90

前中間会計期間

前中間会計期間

前中間会計期間

当中間会計期間

164 171

202

　　　　－

24

64
371

1,561

17 684
　　　　－ 311

　　　　－

前中間会計期間 当中間会計期間

117

71

　　　　－

減 損 損 失

閉 鎖 関 連 費 用 戻 入 益

そ の 他

　　　　－

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
341

前事業年度

484

役 員 退 職 慰 労 金 371 　　　　－

346 198

そ の 他 　　　　－

割 増 退 職 金 　　　　－ 177 　　　　－

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,102

418
固 定 資 産 売 却 益

1,038

　　　　－

店 舗 閉 鎖 費 用

257 194

当中間会計期間

82
解 約 違 約 金 収 入

支 払 利 息

　　　　－ 103

社 債 利 息

104

前事業年度

　　　　－ 　　　　－

510

6 52 10

前事業年度

　　　　－

当中間会計期間

受 取 配 当 金

209
合 計 1,003 1,015 2,039

受 取 利 息

無 形 固 定 資 産 116

－３５－

前事業年度

有 形 固 定 資 産 886 910 1,830



（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年3月1日　　至　平成18年8月31日）

１．自己株式に関する事項

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次のとおりです。
単元未満株式の買取りによる増加 12千株

減少数の主な内訳は、次のとおりです。
ストックオプションの行使による減少 63千株
単元未満株式の買増しによる減少  0千株

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しています。

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成17年 8月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位　百万円）

当中間会計期間末（平成18年 8月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末（平成18年 2月28日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位　百万円）

当中間会計期間末

差額

4,883,575

差額

1,365

63,040

3,639

－３６－

関 連 会 社 株 式 2,273

関 連 会 社 株 式 2,273 3,481 1,207

貸借対照表計上額 時価

増加 減少

  普通株式   （株） 4,933,912

株式の種類 前事業年度末

中間貸借対照表計上額 時価

12,703



（１株当たり情報）
（単位　  円）

※

※ 前中間会計期間及び前事業年度におきまして、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載していま

せん。

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎

中間（当期）純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）

普通株式の期中平均株式数（千株）

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳（千株）

新株予約権

普通株式増加数（千株）

前事業年度

―

当中間会計期間前中間会計期間

345.53１ 株 当 た り 純 資 産 額 422.80 360.62
１株当たり中間（当期）純利益 △ 7.98 15.03 △ 82.66

前事業年度

△ 988 1,863 △ 10,234

―

― ― ―

△ 988 1,863 △ 10,234

―

123,813 123,999 123,822

― 273

― 273

前中間会計期間 当中間会計期間

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 ― 14.99
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